
 

（伊東市立養護老人ホーム） 

外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護 

外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護 
 

重 要 事 項 説 明 書 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 

（ 静岡県指定 第 ２２７０４０１０１７ 号 ） 

 

 当施設はご利用者に対して、指定外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護 

及び指定外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介護を提供します。 

事業所の概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の 

通り説明いたします。 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」または「要支援」と 

認定された方が対象となります。 
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当事業者が提供する外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の内容に関し、 

あなたに説明すべき重要事項は次のとおりです。 

 

１．当事業所の運営の方針 

（１）創立の精神である｢キリスト教精神に立って･･･必要な福祉サービスを総合的

に提供する｣（定款）を運営の基盤に、職員は、愛と奉仕の姿勢を持ち、『あなたの

ために』という法人の理念を実現する為に、利用者お一人お一人に向かい合い、そ

の意思を尊重し、日ごと生き生きと自立生活を継続することができるように外部サ

ービス利用型特定（介護予防）施設入居者生活介護を提供することを運営の方針と

します。 

（２）事業者は、外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生活介護の

提供に当たって、特定施設サービス計画に基づき、事業所が委託する指定居宅サー

ビス事業者（以下「受託居宅サービス事業者」という。）による受託居宅サービス

を適切かつ円滑に提供することにより、利用者が要介護状態になった場合でも、事

業所において利用者の有する能力に応じて、自立した生活を営むことができるよう

にします。 

（３）当事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備

を行うとともに、従業員に対し、研修を実施する等の措置を講ずるものとする。 

 

２．事業者の概要 

事業者の名称 十字の園 

主たる事務所の所在地 静岡県浜松市浜名区細江町中川 7220-11 

電話番号 053-414-1400 

法人の種別及び名称 社会福祉法人 十字の園 

代表者職 理事長 

代表者 鈴木 淳司 

 

事業所の名称 特定施設入居者生活介護 伊東市立養護老人ホーム 

事業所の所在地 静岡県伊東市吉田 825－1 

電話番号 055７-45-0586  （FAX）0557-45-2078 

介護保険事業所番号 静岡県 2270401017 号 

指定年月日 平成 19 月４月 1 日 

交通の便 ＪＲ伊東駅よりバスで約 30 分｢大池小学校｣下車、徒歩 2 分 

通常の事業の実施地域 伊東市 
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３．事業所の職員の概要 

（１）当事業所では、利用者に対して外部サービス利用型特定（介護予防）施設入居者生活介護

を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。外部サービス利用型指定（介護

予防）特定施設入居者生活介護に関する事業と同一の施設において一体的に運営されることに

なります。 

（２）職員の職務の内容は、次のとおりとします。 

① 管理者：事業所の職員及び業務の管理を一元的に行います。管理者がその責務を果たせる場

合は同一の敷地における他の事業所、敷地当ではなくても兼務できる。 

② 生活相談員：利用者及びその家族への生活相談に対応するとともに必要な助言その他の援

助を行います。 

③ 介護職員：利用者の自立の支援及び日常生活の充実のための全般にわたる介護を行います。 

④ 介護計画作成者（介護支援専門員）：特定施設サービス計画の作成を行います。 

 

＜主な職員の配置状況と勤務体制＞ 

職員の配置については、介護保険法に基づく指定基準を遵守しています。 

職  種 勤務体制 指定基準 

1. 管理者 勤務時間：8 時 30 分～17 時 30 分 1 名 

2. 生活相談員 勤務時間：8 時 30 分～17 時 30 分 1 名以上 

3. 介護職員 

勤務時間：7 時 15 分～16 時 15 分 

勤務時間：9 時 00 分～18 時 00 分 

勤務時間：9 時 30 分～18 時 30 分 

3 名以上 

7. 介護計画作成者（介護支援専門員） 勤務時間：8 時 30 分～17 時 30 分 1 名以上 

 

 

４．サービスの提供時間 

 

営業日 365 日（毎日） 

営業時間 24 時間 

サービス提供時間帯 24 時間                            

 

５．事業所の入所定員及び居室数 

事業所の入居定員及び居室数は、次のとおりとします。 

（１） 入居定員  ２４人 

（２） 居室数  １４室  （１人室×４、２人室×１０） 
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６．事業所の設備の使用、手続きについて 

（１）次の事項などのほか、入居に関する契約書の規定によりますので、ご参照ください。 

① 居室 

当施設の居室の定員は 2 人となっています。入居後、利用者の状況に応じて居室変更する場 

合があります。 

② 居室移動に関する事項 

ア 利用者は、原則として、別に定める利用契約書により締結した居室を使用するものとします。

ただし、適切に介護サービスを受けることが困難な場合であって、次に各号に定める場合には、

事業所に利用していない居室がある場合に限り、利用者の希望により居室を移動することがで

きます。  

一 日照、採光などの環境が、より適切なサービス提供をする合理的理由があるとき 

二 現に利用している居室の設備等が、より適切なサービス提供をするうえで著しい支障が

あるとき 

三 より適切なサービス提供をするうえで、他の利用者との関係が日常生活を送るうえで著

しい支障があるとき 

四 その他既に利用している居室がより適切なサービス提供をするため、利用者の日常生活

上に著しい支障があるとき 

イ 事業所は、外部サービス利用型指定特定施設入居者生活介護の提供に著しい支障があと認

めるときは、事業所の管理者は、利用者の同意を得て、居室を移動させることがあります。 

ウ 居室の移動を希望する利用者は、必ずその理由を付した書面により管理者へ提出してくだ

さい。 

エ 事業所は、前項の書面を受理したときは、その適否を利用者に書面をもって通知します。 

オ 事業所が利用者の居室を移動させる場合は、その理由を付した書面を交付し、必ず利用者の

同意を得ます。 

カ 居室移動をした利用者は、移動する前に使用していた居室を入居前の現状に復してくださ

い。その費用は利用者の負担とします。 

③ 食事時間等について 

朝 食 ：０７時４５分  ～ ０８時４５分 

昼 食 ：１１時４５分  ～ １２時４５分 

夕 食 ：１７時４５分  ～ １８時４５分 

ア 食事は利用者の摂取状況に合わせて調理します。 

イ 医師の指示による食事の提供を行います。 

ウ 食事介助は、原則として、特定施設サービス計画に沿って受託居宅サービスにて対応しま

す。従業者へ相談してください。 

エ 事業所は、利用者の全員が使用できる充分な広さを備えた食堂を設け、利用者の全員が使

用できるテーブル・いす・箸や食器類などの備品類を備えています。 

④ 入浴について 
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入浴介助は、原則として、特定施設サービス計画に沿って受託居宅サービスにて対応します。

従業者へ相談してください。事業所は、浴室には利用者が使用しやすいよう、手摺りや、シャ

ワーチェアー等を用意していますが、一般浴槽のみで、特殊浴槽は設置していません。 

⑤ 便所について 

事業所は、居室の出入り口付近に便所を設けています。 

 

７．サービスの内容 

（１）事業所の計画作成担当者は、利用者について、その有する能力、その置かれている環境等

の評価を通じて、その抱える問題点を明らかにし、解決すべき課題を把握し、自立した日常生

活を営むことができるよう、事業所及び他の特定施設職員と常に継続的に連携し、特定施設サ

ービス計画を作成します。 

（２）前項の特定施設サービス計画を作成に当たっては、その原案をあらかじめ利用者又はその

家族に説明し同意を得るとともに、当該計画を作成し利用者に交付します。また、常に当該計

画の評価を行い必要に応じて変更します。 

（３）前規定の解決すべき課題を踏まえ、他の従業者と協議して、外部サービス利用型指定（介

護予防）特定施設入居者生活介護の目標及び達成時期、目標達成のための具体的サービスの内

容、サービス提供上の留意点、サービス提供の期間等を記載した特定施設サービス計画の原案

を作成し、利用者並びにその家族へ説明し、文書により同意を得ます。 

ア 特定施設サービス計画を作成したときは、利用者へ交付します。 

イ 特定施設サービス計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行います。 

ウ 他の特定施設従業者との連携を継続的に行うことにより、特定施設サービス計画に基づい

たサービス提供の開始時から、当該計画に記載したサービス提供を行う期間が終了するまでに、

少なくとも一回は、当該計画の実施状況の把握（モニタリング）を行うとともに、利用者につ

いて解決する課題を把握します。 

エ モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて特定施設サービス計画の変更を行います。 

オ 事業所の従業者により、利用者の日常の心身の状況、生活状況を常に気配りすることで利

用者の安否の確認を行います。 

カ 生活相談員をはじめ従業者が、日常生活に関すること等の相談に応じます。 

（２）受託居宅介護（予防）サービス 

特定施設サービス計画に基づき、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練、療養、その他日常

生活上の支援について、下記サービスにつき事業所が委託する指定サービス事業者により提供

します。 

① 下記に掲げる事業所が委託する指定居宅サービス以外のサービスは、利用者の状況に応じ 

て委託するものとします。 

② 指定居宅サービス以外のサービスは、指定訪問入浴介護、指定訪問リハビリテーション、 

指定通所リハビリテーション、指定認知症対応型通所介護とします。 
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社会福祉法人 十字の園 

指定訪問介護事業所 平和の杜                      
静岡県 伊東市吉田８２５番地の１ 

社会福祉法人農協共済 中伊豆ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 

指定訪問看護事業所 そよかぜ 
静岡県 伊東市岡１３４９－３ 

社会福祉法人 十字の園 

指定通所介護事業所 一碧の杜「くつろぎの家」 
静岡県 伊東市十足６１１番地の１１５ 

ベルメデカルケア株式会社 

指定福祉用具貸与事業所 
静岡県 伊東市荻７８番地の１ 

指定通所介護事業所 

伊豆高原デイサービスセンター 
静岡県 伊東市八幡野１０２８－４ 

 

８．サービスにあたっての留意事項 

（１）入所にあたっては、あらかじめ、入所申込者又はその家族に対し、運営規程の概要、従業

者の勤務の体制、利用料の額及びその改定の方法その他の入所申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い入所及び外部サービス利用型指定

（介護予防）特定施設入居者生活介護の提供に関する契約を文書により締結するものとする。 

（２）入所申込者又は入居者が入院治療を要する者であること 等入所申込者又は入居者に対し

自ら必要なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、適切な病院又は診療所の紹 

介その他の適切な措置を講じるものとする。 

（３）入居者の退去に際しては、入居者及び家族の希望、退去後の生活環境や介護の連続性に配

慮し適切な援助、指導を行うとともに、居宅介護支援事業者や保健医療、福祉サービス提供者

との密接な連携に努めるものとする。 

（４）禁止行為（利用者は、事業所で次の行為をしてはなりません。） 

① 宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、又は自己の利益のために他人の自由を侵すこと。 

② けんか、口論、泥酔などで他の利用者等に迷惑を及ぼすこと。 

③ 事業所の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。 

④ 指定した場所以外で火気を用いること。 

⑤ 故意に事業所もしくは物品に損害を与え、又はこれを持ち出すこと。 

（５）利用者に関する市町村への通知 

利用者が次の各号のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に

通知します。 

① 正当な理由なしにサービス利用に関する指示に従わないことにより、要介護状態の程度を

増進させたと認められるとき。 

② 偽りその他不正行為によって保険給付を受け、又は受けようとしているとき。 

（５）利用者の家族との連携 

事業所は、常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者とその家族との交流の機会を確

保します。 

（６）喫煙について 
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喫煙は、事業所内の所定の場所に限り、それ以外の場所は居室内を含み禁煙にご協力をしてい

ただきます。 

（７）飲酒について 

飲酒は、事業所内の所定の場所及び時間に限り、それ以外の場所及び時間は居室内を含み禁酒

にご協力をしていただきます。 

（８）衛生保持について 

利用者は、事業所の清潔、整頓、その他環境衛生の保持のために事業所にご協力をしていただ

きます。 

（９）機能訓練について 

日常生活動作の維持又は向上を日頃の生活の中で実施します。必要に応じて、特定施設サービ

ス計画に沿って受託居宅サービスにて対応します。従業者へ相談してください。事業所は、利

用者が使用できる充分な広さを持つ機能訓練室を設け、目的に応じた機能訓練器具等を備えて

います。 

（10）健康管理について 

① ご利用開始後、健康状態を把握するため、協力病院への外来をいたします。また、原則毎

週 1 回、診療室にて協力病院の嘱託医による診察や健康相談サービスを受けることができます。

その他眼科医、歯科医の来診も受けられます。なお、嘱託医以外への外来は原則として、ご家

族に実施していただきます。（介添えが必要な場合にはご相談ください。遠方の場合には費用が

かかる場合があります。） 

② その他日常生活上の更衣、排泄、体位交換、シーツ交換、施設内の移動の付き添い等の介 

護は特定施設サービス計画に沿って介護を行います。 

（11） その他のサービス 

① 理美容 

毎月、理美容の機会を設けておりますので、実費負担にてご利用頂けます。ご希望の方はお申

出ください。 

② 所持品の管理 

居室のスペースに置くことのできない所持品を保管室にて預かります。 

③ レクリエーション 

年間を通して利用者の交流会等の行事を行います。行事によっては別途参加費がかかるものも

あります。 

④ ショッピング 

月１回近隣のスーパーでの買物の日を用意しています。（入所に当たっての留意事項） 

（12） その他自己負担となるもの（保険外の費用で全額利用者の負担となるもの） 

ア 特別な介護費用（おむつ代・・・特別なオムツが必要なときのみ） 

イ その他 実費（理美容代・・・定められた料金を支払っていただきます〉 

（13） 支払方法 

利用者は、当月請求額を毎翌月 20 日頃迄に請求し、利用者名義の JA 富士伊豆吉田支店普通
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口座（口座がない場合には新規に開設していただきます。）より振替にてお支払いいただきます。

（金融機関が休業日の場合は、翌営業日となります。） 

 

９．個人情報の保護 

（１）事業所は、利用者又は家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生

労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダン

ス」を遵守し適切な取り扱いに努めるものとする。 

（２）事業者が得た利用者又はその家族の個人情報については、事業者での介護サービスの提供

以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については必要に応じて利用

者又はその代理人の了解を得るものとする。 

（３）従事者であったものに、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持するため、従事

者でなくなった後においてもこれらの秘密の保持するべき旨を雇用契約の内容に明記する。 

（４）事業所の職員は、正当な理由なく業務上知り得た入所者またはその家族の秘密を漏らしま

せん。 

（５）退職者等が、正当な理由なく業務上知り得た入所者またはその家族の秘密を漏らさぬよう、

必要な措置を講じます。 

 

10．緊急時等における対応方法 

（１）事業所は、利用者の心身状況に急変が生じた場合その他緊急の事態が生じた場合には、速

やかに主治医又は協力医療機関に連絡するとともに、できるだけ速やかにその家族に連絡する

など必要な措置を講じます。 

（２）事故発生時の対応 

事業所は、利用者に対するサービス提供により事故が発生した場合には、前条の規定に沿って

対応するとともに、市町村等関係機関に連絡します。 

（３）非常災害対策 

事業所は、非常災害その他緊急の事態に備え、防災及び避難に関する計画を作成し、従業者に

周知するとともに、当該計画に従って、年４回以上の避難誘導訓練その他必要な訓練等を行い

ます。 

（４）事業所は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られれるよう連携

につとめるものとする。 

 

11．業務継続計画の策定等 

（１）事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する外部サービス利用型指定

（介護予防）特定施設入居者生活介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で    

早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講ずるものとする。 

（２）事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練 
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を定期的に実施するものとする。 

（３）事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行 

うものとする。 

 

12．衛生管理等に関する事項 

（１）利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に

努めるとともに、衛生上必要な措置を講じるものとする。 

（２）事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じる 

ものとする。 

（３）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ会議 

等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、そ 

の結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（３）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。 

（４）事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を 

定期的に実施する。 

 

13．ハラスメント対策 

（１）事業者は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるよ

うハラスメントの防止に向け取り組みます。事業所内において行われる優越的な関係を背景と

した言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超える下記の行為は組織として許容しません。 

① 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

② 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

（２）上記は、当該法人職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等が対象となります。 

ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議等によ

り、同時案件が発生しない為の再発防止策を検討します。 

（３）職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。 

また、定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に努めま

す。 

（４）ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善に

対する必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

14．身体拘束に関する事項 

（１）事業者は、利用者又は他の利用者等の生命又は身体の保護するため緊急やむを得ない場合

を除き、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行わない。やむをえず前項の

身体拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由を記録するものとする。 



 9 

（２）事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じる。 

身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと

ができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その

他の従業員に周知徹底を図るものとする。 

（３）身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（４）介護職員その他の従業員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 

 

15．虐待防止に関する事項 

（１）事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の発生またはその再発を防止するため次の措置を講

ずるものとする。 

（２）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものと する。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る。 

（３）虐待防止のための指針を整備する。 

（４）虐待を防止するための定期的な研修を実施する。 

（５）虐待防止の措置を講ずるための担当者を設置する。 

（６）事業所は、「サービス」の提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者

を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これ

を市町村に通報するものとする。 

虐待防止に関する担当者      田中 浩美    

虐待防止に関する責任者      重永 仁美    

 

16．利用料金 

（１）事業所が外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生活介護サービスを提供し

た場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるものとし、当該サービスが法定代理受

領サービスであるときは、その負担割合証に応じた金額とします。 

（２）法定代理受領に該当しないサービスを提供した場合に、利用者から支払いを受ける利用料

の額と、厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額との間に、不合理な差額が生じな

いようにします。 

（３）前項までの利用料に係るサービスの提供に当たって、利用者又はその家族に対して、サー

ビスの内容及び費用について説明し、利用者又はその家族の同意を得るものとします。 

（４）利用料の変更等 

事業所は、介護保険法など関係法令の改正等及び経済状況の著しい変化その他やむを得ない事

由がある場合は、前条に規定する利用料を変更することができます。 

（５）事業所は、前項の規定により利用料を変更する場合は、あらかじめ、利用者又はその家族 

に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書により説明、同意を得るものとします。 

（６） 保険が適用される基本料金（報酬告示関係 １単位：１０円） 
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① 基本サービス利用料 

一日あたりの料金 ８４単位：（８４０円） 利用者負担 ８４円 

②受託居宅サービス利用料（報酬告示関係 １単位：１０円） 

利用者が負担する額は、事業所にお支払いください。サービスを提供する事業者に支払う必要

はありません。 

ア「指定訪問介護」身体介護が中心である場合（１サービス利用あたり） 

１５分未満の料金 ９４単位：   ９４０円 利用者自己負担額：   ９４円 

３０分未満の料金 １８９単位：１，８９０円 利用者自己負担額： １８９円 

４５分未満の料金 ２５６単位：２，５６０円 利用者自己負担額： ２５６円 

１時間未満の料金 ３４１単位：３，４１０円 利用者自己負担額： ３４１円 

１時間１５分未満の料金 ４２６単位：４，２６０円 利用者自己負担額： ４２６円 

１時間３０分未満の料金 ５１１単位：５，１１０円 利用者自己負担額： ５１１円 

１時間３０分以上については １時間３０分から計算して所要時間１５分を増すごとに 

３６単位を加算した単位です。 

料金はその単位に１０円を乗じた額、利用者自己負担額は 

料金の１割の額です。 

 

イ「指定訪問介護」生活援助が中心である場合（１サービス利用あたり） 

１５分未満の料金 ４８単位：  ４８０円 利用者自己負担額：  ４８円 

３０分未満の料金 ９４単位：  ９４０円 利用者自己負担額：  ９４円 

４５分未満の料金 １４２単位：１，４２０円 利用者自己負担額： １４２円 

１時間未満の料金 １９０単位：１，９００円 利用者自己負担額： １９０円 

１時間１５分未満の料金 ２１４単位：２，１４０円 利用者自己負担額： ２１４円 

１時間１５分以上の料金 ２５６単位：２，５６０円 利用者自己負担額： ２５６円 

 

ウ「指定介護予防訪問看護」（指定訪問看護ステーションの場合） 

２０分未満の料金  ２８２単位：２，８２０円 利用者自己負担額：２８２円 

３０分未満の料金 ４２３単位：４，２３０円 利用者自己負担額：４２３円 

３０分以上１時間未満の料金 ７３９単位：７，３９０円 利用者自己負担額：７３９円 

１時間以上 

１時間３０分未満の料金 

１０１３単位：１０，１３０円  

利用者自己負担額：１，０１３円 

 

エ 「外部地域密着型指定通所介護」（６時間以上７時間未満） １回〈日〉あたり 

要介護１の料金 ６１０単位： ６，１００円 利用者自己負担額：  ６１０円 

要介護２の料金 ７２１単位： ７，２１０円 利用者自己負担額：  ７２１円 

要介護３の料金 ８３３単位： ８，３３０円 利用者自己負担額：  ８３３円 

要介護４の料金 ９４４単位： ９，４４０円 利用者自己負担額：  ９４４円 

要介護５の料金 １０５５単位：１０，５５０円 利用者自己負担額：１０５５円 

 

オ 「外部指定通所介護」（７時間以上８時間未満） １回〈日〉あたり 

要介護１の料金 ５９２単位： ５，９２０円 利用者自己負担額： ５９２円 

要介護２の料金 ６９９単位： ６，９９０円 利用者自己負担額： ６９９円 

要介護３の料金 ８１０単位： ８，１００円 利用者自己負担額： ８１０円 

要介護４の料金 ９２１単位： ９，２１０円 利用者自己負担額： ９２１円 



 11 

要介護５の料金 １０３３単位：１０，３３０円 利用者自己負担額：１０３３円 

※ 外部指定通所介護の利用においては別途「食事代（680 円）」、「おやつ代（90 円）」、 

「レクリエーション代（70 円）」が実費としてかかります。 

 

17．サービス内容に関する相談・苦情 

（１）受け付けた苦情は､その内容等を記録し、施設の苦情解決検討委員会や中立な立場の第三者

委員を交えた第三者委員会にて審議されます。第三者委員会は定期的に開催し、苦情解決責任

者（事業所長）より、第三者委員に報告いたします。 利用者やご家族は、苦情解決のため第三

者委員を交えた話合いも可能です。 

（２）苦情処理 

外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生活介護の提供に係る利用者及びその家

族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、必要な措置を講じるものとする。 

（３）本事業所は、提供した外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生活介護の提

供に関し、法第２３条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め

又は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び市町村が行う調査に協力するとと

もに、市町村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う

ものとする。 

（４）本事業所は、提供した外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生活介護に係

る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会の調査に協力するとともに、国民健康保

険団体連合会から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行う

ものとする。 

苦情相談窓口    田中 浩美（担当者）      

苦情解決責任者   重永 仁美（施設長）      

電話番号      ０５５７－４５－０５８６    

 

その他、下記の市町村や国民健康保険団体連合会窓口に苦情を申立てることができます。 

伊東市高齢者福祉課 

所在地 〒414－8555 伊東市大原 2－1－1 

電話番号 0557－32－1563  FAX 0557－36－1165 

対応時間 8：30～17：15 

国民健康保険団体連合会 

所在地 〒420－8558 静岡市葵区春日町２丁目４番地 34 号 

電話番号 054－253－5590  FAX 054－253－5589 

対応時間 9：00～17：00 

静岡県福祉サービス運営

適正化委員会 

所在地 〒420－8670 静岡市葵区駿府町１の７０ 

電話番号 054－653－0840  FAX 054－653－0840 

対応時間 9：00～17：00 

メールアドレス kujou@shizuoka-wel.jp 
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20  年  月   日 

 

当事業所の外部サービス利用型指定（介護予防）特定施設入居者生活介護にあたり、利用者に対

して契約書並びに契約書別紙および本書面に基づいて、重要な事項を説明しました。 

 

原契契約書契約条項及び原重油事項説明書のとおりとする。上記同意を証明するため、本書 2 通

を作成し、利用者及び事業者の双方が記名・押印の上、それぞれ 1 部ずつ保有します。 

 

 

利用者        は、契約書並びに本書面により、事業者から外部サービス利用型指定特

定施設入居者生活介護についての重要事項の説明を受け、サービスの利用開始に同意しました。

また、利用者の希望により、円滑な援助を行うため医療機関等に利用者に関する心身等の情報提

供の必要がある場合、事業者が利用者の情報を関係機関へ提供することに同意します。 

 

＜ 利 用 者 住 所 ＞ 

                                      

 

＜ 氏 名 ＞                         ○印  

                                      

 

 

上記内容をご利用者及びご家族様又は代理人へご説明させて頂きました。 

 

＜事業者＞    法 人 名  社会福祉法人 十字の園 

         法 人 住 所  静岡県浜松市浜名区細江町中川７２２０－１１ 

理事長氏名  鈴木 淳司 

 

＜事業所＞    事 業 所  養護老人ホーム 平和の杜 

事業所住所  静岡県伊東市吉田８２５－１ 

施 設 長  重永 仁美  ○印  

説明者氏名  山田 敬紀（施設ケアマネージャー）  ○印  
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記録と整理 

事業所は、職員、設備及び会計に関する諸記録を整備します。 

２ 利用者に対するサービス提供に関する次の各号に掲げる諸記録を整備し、その完結の日か

ら２年間保存します。 

（１） 特定施設サービス計画 

（２） 受託居宅サービス事業者等から報告に係る内容の記録 

（３） 受託居宅サービス事業者の業務の実施状況に関する記録 

（４） 市町村への通知に関する事項の記録 

（５） 苦情の内容等の記録 

（６） 事故の状況及び事故に際して採った処置の記録 

（７） 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

（８） 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急止むを得ない

理由の記録 

（９） 一部業務委託をしている場合はその記録 

（10） 法定代理受領サービスに係る同意書を受けている場合はその書類 


